
 

 

減額報告書の記載要領 

 

（１）報告者に係る事項 

① 個人による報告の場合 

イ）報告年月日 

ロ）報告者の住所 

都道府県名から記載願います。 

ハ）電話番号 

証券取引等監視委員会から連絡をとることとなるため、日中連絡

がつく電話番号を記載願います。なお、連絡にあたり、特定の時間

帯を希望される場合は、その旨も記載してください（ただし、希望

された時間帯以外にも連絡させていただくことがあります。）。 

ニ）氏名 

ふりがなを記載してください。 

ホ）生年月日 

※ 代理人が提出する場合には、上記に加えて、代理人による報告である

旨及び代理人の氏名（ふりがな）、代理人の住所、電話番号を記載して

ください。この場合においては、併せて委任状を添付願います。 

 

② 法人による報告の場合 

イ）報告年月日 

ロ）法人の商号又は名称 

ハ）所在地 

本店又は主たる営業所若しくは事務所の所在地を都道府県名か

ら記載願います。 

ニ）代表者の役職名及び氏名 

ふりがなを付して下さい。また、担当責任者の氏名（ふりがな）、

役職名、連絡場所、電話番号も併せて記載願います。 

※ 代理人が提出する場合には、上記に加えて、代理人による報告である

旨及び代理人の氏名（ふりがな）、代理人の住所、電話番号を記載して

ください。この場合においては、併せて委任状を添付願います。 

（２）違反の類型 

違反の類型は、以下に掲げた７類型となりますので、該当する類型を具

体的に記載願います。 



 

 

① 発行開示書類等の虚偽記載等 

② 継続開示書類等の虚偽記載等 

③ 大量保有・変更報告書の不提出 

④ 特定証券等情報の虚偽等 

⑤ 発行者等情報の虚偽等 

⑥ 特定関与行為 

⑦ 法人による自己株式の取得に係る内部者取引 

なお、複数の類型に該当する場合は、その全ての類型を記載してくださ

い。 

 

（３）違反の概要 

違反の概要を以下の項目が分かるように、なるべく具体的に記載願いま

す。 

① 発行開示書類等の虚偽記載等の場合 

イ）虚偽記載等のある発行開示書類等を特定するに足りる事項 

（有価証券届出書・発行登録書・発行登録追補書類等の別、提出先

財務局・提出年月日、募集又は売出しに係る有価証券の種類・発行

（売出）価額の総額など） 

ロ）虚偽記載等の内容 

（訂正の見込額、虚偽記載の原因となった事実関係等） 

ハ）訂正届出書の提出（予定）時期 

 

② 継続開示書類等の虚偽記載等の場合 

イ）虚偽記載等のある継続開示書類等を特定するに足りる事項 

（有価証券報告書・四半期報告書・半期報告書・臨時報告書・訂正

報告書の別、それぞれの決算期、提出先財務局・提出年月日など） 

ロ）虚偽記載等の内容 

（訂正の見込額、虚偽記載の原因となった事実関係等） 

ハ）訂正報告書の提出（予定）時期 

 

③ 大量保有・変更報告書の不提出の場合 

イ）提出すべき大量保有・変更報告書の対象となる株券等の発行者の名

称 

ロ）大量保有・変更報告書の提出事由 

ハ）当該提出事由が生じた時期 

ニ）当該大量保有・変更報告書の提出期限 



 

 

④⑤ 特定証券等情報又は発行者等情報の虚偽等の場合 

イ）当該虚偽等に係る特定証券等情報又は発行者等情報を特定するに足

りる事項 

ロ）当該虚偽等の内容 

 

⑥ 特定関与行為の場合 

イ）特定関与行為の内容 

ロ）特定関与行為に係る虚偽開示書類等を特定するに足りる事項 

ニ）特定関与行為に係る虚偽記載等又は虚偽等の内容 

 

⑦ 法人による自己株式の取得に係る内部者取引の場合 

イ）当該取引が行われた日時、取引の方法、数量、価格 

ロ）違反に係る業務等に関する重要事実の内容、その決定・発生の時期 

ハ）当該重要事実の公表時期 

 


